
第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

第２分野 雇用分野、仕事と生活の調和

【ポイント】
〇政党に対し、政治分野における男⼥共同参画の推進に関する法律
の趣旨に沿って⼥性候補者の割合を⾼めることを要請

〇地⽅議会における取組の要請（議員活動と家庭⽣活との両⽴、
ハラスメント防⽌）

〇最⾼裁判事も含む裁判官全体に占める⼥性の割合を⾼めるよう裁判所
等の関係⽅⾯に要請

【ポイント】
〇男性の育児休業取得率の向上
〇就活セクハラの防⽌

第３分野 地域

第４分野 科学技術・学術

【ポイント】
〇地域活動における⼥性の活躍・男⼥共同参画が重要
〇固定的な性別役割分担意識等を背景に、若い⼥性の⼤都市圏への
流出が増⼤。地域経済にとっても男⼥共同参画が不可⽋

〇地域における⼥性デジタル⼈材の育成など学び直しを推進
〇⼥性農林⽔産業者の活躍推進

【ポイント】
〇若⼿研究者ポストや研究費採択で、育児等による研究中断に配慮
した応募要件
〇⼥⼦⽣徒の理⼯系進路選択の促進

（参考）
・衆議院の⼥性議員⽐率 9.9％、参議院の⼥性議員⽐率22.9％

（出典）衆議院ＨＰ、参議院ＨＰより内閣府確認

・裁判官に占める⼥性割合 22.６％、⼥性最⾼裁判事 15名中２名
（出典）内閣府男⼥共同参画局「⼥性の政策・⽅針決定参画状況調べ」（2020）

・国家公務員の各役職段階に占める⼥性の割合
指定職相当 4.4％、本省課室⻑相当職 5.9％

（出典）内閣⼈事局「⼥性国家公務員の登⽤状況のフォローアップ」（2020）

（参考）⺠間企業における男性の育児休業取得率

（参考）研究職・技術職に占める⼥性の割合

男性

38.6

33.7

27.9 

27.0 

20.4

16.6

0 10 20 30 40 50

イギリス

アメリカ

ドイツ

フランス

韓国

日本

（％） ⼥性ノーベル賞受賞者数
（⾃然科学分野）
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（参考）地域における10代〜20代⼥性の⼈⼝に対する転出超過数の割合

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

により内閣府で算出。

（参考）東証⼀部上場企業役員に占める⼥性の割合
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